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療養手当の支給 

１ 法令の定め（許認可等要件） 
○戦傷病者特別援護法第１８条第１項 

知事は、引き続き1 年以上病院又は診療所に収容されて第１０条の規定による療養の給付（法第
１７条第１項の規定による療養費の支給を含む。）を受けている者に対し、その者の請求により、
療養手当を支給する。 
ただし、同一の事由について、療養の給付と恩給法の規定による増加恩給、傷病年金その他こ
れらに相当する年金給付を受けることができる場合には、その期間、その支給額の限度におい
て、療養手当は支給しない。（法第１８条第４項） 

 
2 その他 

○ 療養手当の支給については、次の事項に留意して行う。 
（昭和３８年１２月２７日付け厚生省発援第１２０６号厚生省援護局長通知） 

請求者が、療養の給付と同一の事由について年金給付を受給している場合で、 
（１） その年金の月額相当額が法第１８条第2 項に定める療養手当の月額以上であるとき 

療養手当の支給は行なわない 
（２） その年金の月額相当額が法第１８条第２項に定める療養手当の月額に満たないとき 

その年金の月額相当額と法第１８条第２項に定める療養手当の月額との差額を療養手当
の支給額とする。 
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（昭和３８年１２月２７日付け厚生省発援第１２０６号厚生省援護局長通知） 
療養手当支給請求書（省令様式第１１号） 

 

 


